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デジタル技術による地方創生の課題  

 ～ＥＣ利用の拡大による域外流出を抑制する取り組みが重要～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

副主任エコノミスト 大柴 千智（℡：03-5221-4525）  

（要旨） 

〇地方部では人口減少に伴う消費者数の減少や労働力不足が深刻化しており、これが続けば地元産業

や商業の衰退が進み、国全体の経済成長や社会保障維持が困難になる可能性がある。地方創生はこ

の問題を解決するための重要な取り組みであり、デジタル技術の活用による課題解決が期待されて

いる。 

〇デジタル技術は地域の生活利便性を向上させ、ビジネスにおける地理的制約を緩和する一方で、地

域外への所得流出を引き起こすことも考えられる。特に EC（電子商取引）の拡大は、地元の小売店

と競合することで地域外への所得流出が進む可能性がある。これが進行すれば、結果として地域内

の消費が減少し、地域経済循環が働かない。 

〇現状のデータを確認すると、特に関東地域では EC 利用率が高く、地方部では低い傾向がある。ま

た、EC利用の拡大ペースは全国的に一様に進んでいるが、事業者側のインターネット販売額には都

市部と地方部で大きな格差がある。 

〇消費者にとって EC 利用の恩恵は大きく、今後も市場規模の拡大が続くとみられる。こうした購買

行動の変化の中で、情報格差の解消と同時に地元店舗の充実を図るといったように、地域外への所

得流出を縮小させる視点からの取り組みが一層重要になる。 

 

〇はじめに 

国内で人口減少が進む中、とりわけ地方部では消費者数の減少や労働力不足が深刻になっている。

これに伴い、将来的に地元産業や商業の衰退が進行すると、結果的には国全体の経済成長や社会保障

の維持が困難になることが予想される。人口減少が進む中で、地方創生は単なる地域振興策ではな

く、持続可能な経済成長を目指す上で重要な取組だ。11月に本格的に発足した石破政権でも、地方経

済の活性化を重点分野として、岸田政権下で進められたデジタル田園都市国家構想を発展させた「新

しい地方経済・生活環境創生本部」を創設し、注力していく方針を示している。 

 

〇地方創生におけるデジタル技術の位置づけ 

 地方創生を考える上で、デジタル技術の活用に寄せられる社会的な期待は大きい。例えば、ハー

ド・ソフト両面のインフラ基盤を整備することで地方部での生活の利便性を向上させたり、インター

ネットの活用によりビジネスにおける地理的な制約を緩和させたりすることが可能になる。 

 他方で、デジタル技術の拡大が地域経済に与える影響として、地域外への所得流出の拡大が指摘さ

れる。特に、近年急速に拡大するネットショッピング等のＥＣ（受発注がインターネット上で行われ

る財・サービスの電子商取引）は、地理的距離の制約を無視して商品の売買を行えることから、地域

内外への所得流入出の拡大に寄与すると考えられる。もちろん、デジタルプラットフォームを活用し
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て地域の特産品を全国に販売するなど、地域内への所得流入を拡大させる経路も存在する。一方で、

地元小売店とインターネット上の販売業者が競合することで、地域で生み出された所得が地域外へと

流出してしまう経路も無視できないものと考えられることから、影響については丁寧な確認が必要で

ある。もし、地域外への所得流出が拡大すれば、結果的に地域内の消費が減少し、地域経済循環が働

かない。この場合、企業誘致や雇用創出などの地域再生策を講じても望ましい効果が得られないこと

となる。 

 

〇地域別のＥＣ利用の動向 

以下からは、実際に国内におけるＥＣ市場のデータを概観する。経済産業省の「電子商取引に関す

る市場調査」によると、日本の消費者向けＥＣ市場の規模は、2013年の 11兆 1,660億円から 2023年

には 24兆 8,435億円と、10年間で 2倍以上に拡大した。図１は、家計部門におけるＥＣ利用の動向を

示している。インターネットの普及と消費者の購買行動の変容により、ネットショッピングを利用す

る世帯の割合（ＥＣ利用率）は 2015年の全国平均 27.6％から 2023年には 53.5％と増加した。インタ

ーネットを利用した支出総額（二人以上世帯、月平均）についても年々増加傾向にあり、2017年以降

は前年比 10％を超える高い増加率が継続している（2023年：前年比＋10.6％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２は、家計部門のＥＣ利用の動向を地域別に示したものである。これを確認すると、ＥＣ利用率

は相対的に関東地域では高く、地方部では低い傾向がある。また、ＥＣ利用世帯のインターネット支

出総額についても同様の傾向がみられる。もっとも、これらは地域による世代や所得収入の違いとい

った居住者の属性情報に影響を受けることから、単純比較できない点には注意が必要である。一方

で、ＥＣ利用率の拡大ペースについては地域差がほぼ見られず（2015年から 2023年の平均増加割合＋

25.1％）、全国一様にＥＣ利用が拡大している様子が確認できる。 

他方で、事業者側のインターネットによる販売額に目を移すと、都市部と地方部で大きく格差があ

ることが確認できる（図３）。2021年における日本全体でのインターネットによる年間販売額 5兆
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（図１）家計部門におけるインターネット支出の推移
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9,252億円のうち、東京都だけで 2兆 4,407億円と全体の 41.2％を占める（全国のインターネット販

売事業所数のうち、東京都が占める割合は 15.0％である）。この結果、販売額は東京都を含む関東地

方に集中しており、2014年時点と比較してもさらに一極集中の様相が強まっていることが確認でき

る。こうした状況下では、地方部から都市部への所得流出が拡大している可能性が指摘できる。も

し、地方部における消費者のネットショッピングの増加により、域外消費が一方的に拡大している場

合、地域内における消費の減少により地元小売業の撤退などが余儀なくされ、結果的に地域経済に悪

影響を及ぼすことが懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇今後は域外流出の縮小の視点が一層重要に 
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（図２）地域別インターネット支出額とＥＣ利用率
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図の棒グラフ（左軸）がEC利用世帯におけるインターネットを利用した

支出額（2023年）、青マーカーがＥＣ利用世帯割合（2023年）、灰マー

カーがＥＣ利用世帯割合（2015年）をそれぞれ示す。
（出所）総務省「家計消費状況調査」

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
2014年

2021年

（億円）

（出所）総務省「令和3年経済センサス」経済産業省「商業統計調査」

（図３）地域別インターネットによる年間商品販売額
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令和 4年度経済財政報告書（以下、経財白書）では、関東地域に比較して地方部での EＣ利用率が低

い傾向から、地域間での情報格差の存在を指摘した。その上で、小売店舗が相対的に少ない地方部で

は、EＣの利用によって購買行動の制約が解消される効果も大きいことから、情報格差の縮小に取り組

む重要性を主張した。こうした主張は国全体の消費・需要を考えるマクロ経済上は間違いではない

が、地域経済循環の再生が重要となる地方創生の文脈では、この主張は慎重に検討する余地があるだ

ろう。 

興味深いことに、大畑・氏原（2022）が実施したアンケート調査では、ネットショッピングを利用

する理由については、地域によって有意差があることを示している。都市規模の異なる東京都区部と

岡山市に対して行ったこの調査では、東京都区部においては「実店舗まで移動しなくていい」「商品

を持ち帰る手間が不要」といった理由が上位を占めたが（注釈１）、岡山市では「実店舗より安価」

「実店舗より品揃えが豊富」といった理由が上位に挙げられた。岡山市が分類されるような地方都市

では相対的に小売店舗や売り場面積が少ないことから、商品の選択肢を増やす手段としてネットショ

ッピング等ＥＣが選好されやすい可能性が示唆される。こうした地域では、情報格差の解消によって

購買行動を促進させると同時に、地元店舗の充実を図ることで競合し、結果として地域内の消費も拡

大させるような正しい地域経済循環を組み立てる必要がある。 

ネットショッピングといったＥＣがもたらす消費者への恩恵は大きく、今後も世界的に市場規模が

拡大するとみられる。地方経済の成長戦略と言えば消費・需要の創出のみに重点が置かれやすいが、

こうした消費者の購買行動の変容に目を向け、地域外への所得流出を縮小させる視点からの取り組み

が一層重要になってくる。 

 

 

（注釈１）このアンケート調査はコロナ禍に行われたもののため、特に外出回避や非接触の面が選

考されやすかった可能性が高い点には留意。 
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